
  

 

 

 

 

 

 

 

岐阜県に本社があり、県外にも営業

所を多数展開している会社からの相談

でした。県外のＡ営業所に電話が掛か

り、その営業所に勤務する従業員Ｂに

替わるよう告げられたため、Ｂが電話

に出ると相手は「あなたの子供にお金

を貸しているので至急返してほしい。」

と長時間の電話を何度も掛けてきた。 

電話を掛けてきた人物は、名前等を一

切名乗らず、電話番号非通知で毎回掛

けてくる。Ｂ及びＢの子供にも確認し

たが、お金を借りている事実は無いこ

とが分かったが、何度も執拗に架かっ

てきて業務に支障も出てきたことか

ら、地元の警察署に相談し、同営業所

の電話を「非通知拒否設定」にしたと

ころ、Ａ営業所には電話が掛かってこ

なくなったが、本社に非通知電話が頻

繁に掛かるようになり、内容からＡ営

業所に非通知電話を掛けてきていたと

思われる者からでした。非通知電話に

は出ないで放置しておくと、本社の契

約している複数の電話回線全部に一斉

に非通知電話を掛けて、電話に出るま

で呼び出しを続けるため、業務に支障

が出てきて困っている。 

１ 電話に出る際には、毎回確実にナ

ンバーディスプレイを見て、番号非

通知か確認する。誤って番号通知で

掛けてくることも考えられる。 

 
２ 相手の氏名等を確認する。会話の

冒頭では必ず聞く。 

３ 通話内容を録音するか、メモを確

実に取る。 

４ 電話番号非通知拒否設定の検討を

する。 
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【相談の概要】 

【教示の概要】 

相談事例から 



５ 嫌がらせ電話は、偽計業務妨害に

なる可能性もあるので、当センター

から連絡を入れておくので地元警察

署に相談する。 

６ 相手の住所・氏名や電話番号など

がわかれば、弁護士に依頼して「架

電禁止の仮処分」を裁判所に申立て

対抗することができる。 

相談者は、地元の警察署に相談に行 

き、警察からも提案を受け「電話番号

非通知拒否設定」にしたところ、以

降、嫌がらせ電話は掛かってこなくな

った。 

電話機は進化してきており、カスタ 

マーハラスメント対策として、迷惑電

話防止機能付き電話機に切り替える事

業所が増えてきています。迷惑電話防

止機能とは、 

①着信前警告 着信音が鳴る前に相手

に警告メッセージを流し、通話が録

音されることを伝える。 

②自動通話録音 通話内容を自動で録

音し、後から聞き返したり、警察な

どへの相談に役立ちます。  

③着信拒否 非通知やフリーダイヤル

からの着信、迷惑電話データベース

に登録された番号からの着信を自動

で拒否する。  

④お名前確認 電話に出る前に相手に

名乗るよう促すメッセージを流し、

知り合いからの電話のみに対応でき

る。 

などがあります。

 

 

～供給網（サプライチェーン）全体 

での対策の重要性～ 

昨年、大手食料品製造・販売メーカ

ーや事務用品販売メーカーがランサム

ウェアによるサイバー攻撃を受け、大

規模なシステム障害が発生し、受注・

出荷業務や工場の稼働が一時停止する

事態となり、個人情報も流失してしま

うなど、甚大な被害が発生してしまい

ました。被害を防止するための対策が

急務となっています。 

 

１ 背景（何が起こっているか） 

  日本経済新聞の調査によると、取

引先のサイバー対策まで把握・管理

している企業は約３割にとどまる一

方、実際のサイバー被害の５割超は

取引先や委託先を経由して発生して

います。 

  国は 2026年度から、企業のサイバ

ー対策を３段階で評価する制度を導

入予定であり、企業には自社だけで

なく取引先を含めた管理が求められ

る時代に入っています。 

２ なぜ「取引先」が狙われるのか 

【結果】 

【余談】 

取引先サイバーリスクの新局面 



  近年のサイバー攻撃の特徴は、セ

キュリティ対策が比較的弱い中小企

業や委託先を経由して本来の標的

（大企業・重要組織）に侵入する、

という手法が主流になっています。 

  自社のシステムがどれほど堅牢で

も、取引先の ID・アカウント・通信

経路が入口になることで被害が発生

します。 

３ 企業への影響 

  2026年以降、国の評価制度が始ま

ると、サイバー対策が不十分な企業 

  →大企業の取引先として選ばれに

くくなる 

  →業務委託・調達から外れる可能

性が高まる 

サイバー対策は、企業の信用力・

取引継続力に直結する経営要素にな

りつつあります。 

４ サイバー対策の重要性 

  サイバー対策は、IT部門だけの問

題ではありません。取引継続や経営

の信頼性に関わる問題であるという

視点を共有することが重要です。 

 
５ 最近増えている詐欺メール 

  社長や取引先を装った「なりすま

しメール・LINE」による詐欺も増え

ています。 

  「至急送金してほしい」 

  「LINEグループを作って、この

LINEでやり取りしよう」 

  「支払い案件が発生したので、こ

の口座に振り込んで」 

といった連絡が来た場合は、必ず別

の連絡手段で本人確認を行うことが

重要です。これは特別な IT対策では

なく、日常業務の確認ルールで防げ

るサイバー被害です。 

 

岐阜市小柳町に５軒が連なる建物の

一角を当センターが所有し、１階部分

は岐阜中警察署柳ヶ瀬地区特別警戒所

となっている建物についての話です。 

当センターが所有することとなった

経緯は、平成１８年に空き家であった

建物の一角を暴力団組長が購入した以

降、建物前の道路での組長の出迎えや

違法駐車などの迷惑行為が相次いだこ

とから、監視の目を光らせるため平成

２４年に暴力団組長が所有する建物の

隣の一角を当センターが購入し、警察

官が駐在する警戒所を設置しました。 

さらに岐阜県弁護士会からの助言を

受け、区分所有法（通称マンション法）

に基づき建物の管理規約を作りました。

管理規約には、①建物の所有者が暴力

団などの反社会的勢力に属すること。

②建物を暴力団組事務所として使用す

ること。などを禁止する暴力団排除条

項が設けてあり、これらに違反すると

１日当たり数十万円の違約金を支払わ

なければならない場合もあるというも

のです。 

この暴力団組長は、その後、病死し

たため建物は現在空き家となっていま

すが、組長の親族が所有者となってい

るため、動向を注視しています。 

区分所有法に基づいた区分所有者集

会を年一回開催することとなっている

ため、１月に１３回目の集会を無事終

えたところです。 

区分所有者集会の開催 



 



 


